
様式第１号（第７条関係）
令和　　年　　月　　日

（宛先）
　埼玉県知事


　　　　　　　　　　　　　　　住　　所　
　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　
（法人等にあっては、名称及び代表者の氏名）　
　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　

[bookmark: _Hlk134543470][bookmark: _Hlk134543336]企業等における省エネ・再エネ活用設備導入補助金交付申請書

　企業等における省エネ・再エネ活用設備導入補助金交付要綱第７条の規定に基づき、補助金の交付について関係書類を添えて、下記のとおり申請します。

記

１　補助対象事業の区分（該当するものを〇で囲む）　
　　[ 太陽光発電設備及び蓄電池　その他再生可能エネルギー発電設備　熱利用設備　
その他基盤インフラ設備　コージェネレーションシステム ］　
２　交付申請額　　金　　　　　　円
３　関係書類
（１）事業計画書
[bookmark: _Hlk138232146]（２）補助対象事業に係る見積書の写し（発行後３か月以内のもの）
（３）補助対象設備の仕様、カタログ等
（４）工事に関する計画図及び説明書（単線結線図等）
（５）補助対象設備の導入予定場所の写真
（６）法人の場合は商業登記簿謄本又は法人登記簿謄本、個人の場合は開業届等（原本・発行後３か月以内のもの）
（７）納税証明書（法人の場合は法人県民税・法人事業税、個人の場合は個人県民税・個人事業税）（「滞納額がないことの証明」原本・発行後３か月以内のもの）
（８）決算報告書（写し・直近１年分）
[bookmark: _Hlk135756456]（９）災害時等のエネルギー提供に関する資料
（10）エネルギー使用量が確認できる資料（電気使用量のお知らせ、発電シミュレーション等）
（11）補助対象経費の妥当性が分かる見積書の写し等（契約予定事業者以外に原則１者以上）
（12）（補助対象設備をＰＰＡ又はリースにより設置する場合）契約書(案)と補助金額相当分がサービス料金又はリース料金から控除されることを証明できる書類
（13）その他知事が必要と認めるもの
[bookmark: _GoBack]
